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令和 4年度 事業計画

I 基本方針

現在の我が国は、少子高齢化による人口減少に伴い、将来の経済や社会の担い手の減少、

社会保障制度の持続などの深刻な問題に直面しています。とりわけ、年金や医療、介護、福祉

といつた社会保障は、高齢者の増加に比例していくため、社会保障給付費も増えていくことが

想定されています。さらには、社会的孤立をはじめとして、8050問題やダブルケアなど個人・

世帯が複数の生活上の課題を抱えており、それに伴う困難や生きづらさの多様性・複雑性が生

じている現状もあり、これまでの福祉施策が整備してきた、子ども
。障がい者。高齢者・生活困

窮者といつた対象者ごとの支援体制だけでは、様々なニーズヘの対応が困難になつています。

このような背景のもと、国は「地域其生社会」を今後の福祉改革を買く基本コンセプトとし、

その実現に向け「重層的支援体制整備事業」を創設しました。この重層的支援体制整備事業は、

既存の介護、障がい、子ども、生活困窮の相談支援等の取組みを活かしつつ、地域住民の複

雑・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、相談支援、参加支援、

地域づくりに向けた支援を一体的に実施するものです。

社会福祉協議会は、社会福祉法において「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」と

して位置づけられており、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことが出来るように、地域

住民や地域組織、関係団体等とともに取り組むことが求められています。

昨年度本会では、「第4次大牟田市地域福祉実践計画(令和4年度～8年度)」を策定しました

が、その過程において、「ひきこもり支援」や「担い手不足」による地域力低下、「高齢者や障が

い者等の交通手段確保」が急務の課題であるとの意見が多く寄せられ、これからの5年間に重

点的に取り組む事項を整理し、実践計画にまとめました。併せて、本会の基盤強化も必要であ

るため、「人材」。「資金」。「資材」。「情報」の4つのカテゴリーに分け、社協基盤強化計画も策定

しています。計画の実践にあたつては、地域組織をはじめ、多様な団体・組織・行政等と連携し、

生活支援体制を整備しながら、時代に合つた地域福祉の推進を目指していきます。

以上のことを踏まえ、令和4年度の重点施策は以下のとおり定めます。

【重点施策】

1.社会的孤立に関する様々な取組み

2.担い手不足を解消するような取組み

3.権利擁護に関する様々な取組み

4.交通弱者に対する取組み



Ⅱ 重点施策

1.社会的孤立に関する様々な取組みに努めます

地縁・血縁・社縁といつた生活の様々な場において支え合いの基盤が弱まつてきています。

暮らしにおける人と人とのつながりが弱まる中で、孤立せずにその人らしい生活を送ることが

できるような社会が求められています。本会に設置している「生活支援相談室」では、対象とな

る本人の自己選択、自己決定を基本にしつつ、必要な支援を受けながら、経済的自立だけでは

ないその人なりの自立を目指し、今後も関係機関と連携しながら支援していきます。特に昨今、

社会問題となつている「ひきこもり」については、当事者やその家族からの相談受付をはじめ、

各種専門機関に呼びかけ、「ひきこもり支援ネットワーク会議」を立上げるなど、課題解決に向

けた様々な支援に取り組みます。

2日 担い手不足を解消するような取組みに努めます

地域福祉を推進する上で重要なのは「担い手」です。本会では、これまでも市民後見人や生

活支援員、キヤロツトサービス協力会員など、様々な市民サポーターの養成に取り組んできま

した。引き続き、地域活動へ参加する意義や役割について理解を深めながら、地域福祉活動や

ボランテイア活動等へ参加する意義や役割についての理解を求めながら、その動機づけを行

います。また、福岡県が進める「70歳現役社会づくり事業」に合わせ、高齢者がこれまで培つた

経験豊富な知識や技術を地域社会で活かせるような仕組みづくりに積極的に取り組みます。

3日 権利擁護に関する様々な取組みに努めます

認知症、知的障がい、精神障がい等により、判断能力が不十分なため、日常生活に困つてい

る方が安心して暮らせるよう、成年後見センター運営事業及び日常生活自立支援事業を一体

的に展開することを目的に「大牟田市権利擁護センター」を設置しています。

成年後見センターにおいては、今後も利用者の増加が見込まれるため、迅速なサービス提供

体制を整備し、法人後見受任を拡大していきます。同様に日常生活自立支援事業においても、

金銭管理ができない人の増加が予想されるため、サービス提供体制強化に努めていきます。

また、権利擁護センター利用者で身寄りのいないもしくは親族と疎遠になつている高齢者等

に対して、本人の死亡後に葬儀、火葬、納骨等を親族に代わつて行う「死後事務委任契約事業

(仮称)」について、法的な問題や課題の抽出などを行い、専門職と連携を図りながら実施に向

けての検討を行います。

4口 交通弱者に対する取組みに努めます

本市においても、運転免許証の返上や地域公共交通サービスの衰退などの理由で、日常的

な移動手段の確保が困難になつている人、いわゆる交通弱者が増加しています。そのような中、

特に買い物支援のニーズが高まつています。そのため、生活支援コーデイネーターと連携しな

がら、買い物弱者の把握や地域資源の掘り起こしを図り、地域の実情にあつた買い物支援の仕

組みを検討します。



【基本目標 1】

一人ひとりが尊重され、安心して相談できる社会

Ⅲ 基本目標

(1)包括的な相談支援体制の構築

①生活困窮者自立支援事業(市受託事業)

0自立相談支援事業

経済的困窮や社会的孤立等の事情で、生活に困窮している人からの相談を受け、相談者

に寄り添いながら、一人ひとりの状況に応じた支援計画を作成し、様々な専門機関と連携

しながら、生活課題の解決に向けた支援を行います。

②住居確保給付金事業

離職者で就労能力・意欲のある人のうち、住宅を喪失している人または喪失するおそれ

のある人で、一定要件にあてはまる人を対象に家賃相当分の給付をするとともに、住居及

び就労機会の確保に向けた支援を行います。

0学習支援事業

不登校や生活困窮者世帯にいる中学生等を対象に、市内

3か所で実施します。基礎学力の定着だけでなく、コミュニ

ケーシヨンを図る場として、進学や学校での不安や悩み事

の相談も受け付けます。高校に進学した子どもに対しても、

中退予防のため見守りを行います。加えて、子どもたちが

将来について考えるきつかけづくりや教室同士の親睦を目

的とした交流会を年1回実施します。また、月1回、各教室でボランテイアのミーテイングな

どを通して、意見交換や学習支援の資質向上を図ります。

0就労準備支援事業

ひきこもりや長期にわたり就労ができていないなどの

理由で、すぐに働くことが困難な人や働くことに不安を

抱えている人を対象に、生活習慣の改善やコミュニケー

シヨン訓練・就労体験等を図り、働くことへの意欲向上に

繋がるよう支援します。

また、「就労支援ネットワーク会議」において、より多く

の関係機関と連携し、就職活動が困難な人に対して、一

人ひとりに寄り添つた伴走型の支援を行います。



0-時生活支援事業
ホームレス等の一定の住居を持たない人、

ネットカフェや車に寝泊まりし住居形態が不安

定な人等に対し、一定期間、宿泊場所を提供し、

生活基盤を整えたうえで住宅及び収入の確保

や求職活動の支援を行います。

②生活福祉資金貸付事業(県社協受託事業 )

生活福祉資金貸付事業は、低所得者などに対し資金の貸付と必要な相談支援を行い、安

定した生活を送れるようにすることを目的とした制度です。主なものに、緊急かつ一時的に

生計の維持が困難となつた場合に少額の貸付を行う緊急小口資金、生活再建までの間に必

要な生活費用の貸付を行う総合支援資金、就学を支援する教育支援資金などがあります。

貸付に関する相談を受け付け、民生委員の協力のもと、相談者の経済的自立へ向けた支

援を行います。

③各種相談事業

0行政書士相談

毎月第3水曜日に、行政書士による行政書士相談を行います。離婚や財産・不動産の相続、

事故等の相談に専門的なアドバイスを行います。

②福祉サービス苦情解決相談

在宅福祉サービス利用における様々な問題について、当事者間で解決できない場合は、

当事者以外の外部の有識者によつて構成された「第二者委員会」を活用しながら問題解決

を図ります。

0被災者の生活再建相談

一人ひとりの被災者の状況に応じた支援を実施する「災害ケースマネジメント」の手法で、

支援団体・専門機関等と連携して生活再建相談に対応します。日々の戸別訪間による相談

対応のほか、法律・建築・金融等の専門団体が一堂に会しての「住まい再建無料相談会」も

実施します。



(2)権利擁護体制の充実

①大牟田市権利擁護センター運営事業

0成年後見センター事業(市受託事業)

成年後見制度は、認知症、知的障がい、精神障がいなどによつて判断能力が不十分な

人が、地域でその人らしく安心して暮らせるように支援するための制度です。成年後見

センターでは成年後見制度利用促進を図るため、以下のことに取り組みます。

i)成年後見制度の利用や権利擁護に関する相談・助言及び対応

ii)市民後見人の養成。登録

iii)市民後見人活用により法人後見受任及び市民後見人活動の支援

")成
年後見制度や権利擁護に関する啓発

v)成年後見制度や権利擁護の関係機関との連携

②日常生活自立支援事業(県社協受託事業)

認知症。矢目的障がい。精神障がいなどで、判断能力が不十分なために、福祉サービス

の利用や金銭管理等に不安のある人に対して、利用者との契約に基づき、日常的な金

銭管理等を行います。また、利用者支援を行う生活支援員の養成及び研修を実施しま

す。

0死後事務の検討 ※新規事業
成年後見制度や日常生活自立支援事業の利用者で、身寄りのいない人、親族と疎遠

になつている人が増えていることから、本人死亡後の事務(葬儀、火葬、納骨等)を親

族に代わり行うための「死後事務委任契約事業」について検討します。

②ヤングケアラー支援  ※新規事業
本来、大人が担うと想定されている家事や家族の世話を日常的に行つている子どもが、学

業や友人関係などの影響を及ぼさないよう、行政、スクールソーシヤルワーカー、各種子育て

支援機関と連携・協働し、調査や周知を行いながら、ヤングケアラーヘの支援について検討し

ます。また、今後のヤングケアラーに関連する行政の取り組みや実態の把握などにも注視し、

適切に対応できるよう情報収集に努めます。



(3)同 じ立場や課題を経験した人同士の支え合い。居場所の充実

①ふれあいサロン活動支援

高齢者や子育て中の人たちを中心に、地域の実情に応じて、気軽に、無理なく、楽しく参加

できる“地域の居場所"であるふれあいサロン活動を支援し、地域全体に広がるようにするた

め、以下のことに取り組みます。

0サロン立上げ及び活動支援

②登録サロンヘの訪問及び相談支援

0サロン連絡会の開催

0サロン活動支援金の交付

O生きがい対策・フレイル予防等の教室

0レクリエーシヨン用具の貸出

②ひきこもり支援プロジエクト ※新規事業
孤立防止や地域とのつながりの再構築等、ひきこもりに特化した初期相談窓口として、生

活支援相談室にひきこもり支援員を酉己置し、ひきこもりの状態にある本人や家族からの電

話、来所等による相談に応じ、助言を行うとともに、家庭訪問を中心とするアウトリーチ型

の支援を行います。

ひきこもり支援プロジエクトとして、以下のことに取り組みます。

●ひきこもり支援ネツトワーク会議

ひきこもり当事者及び家族の生活課題等の解決に向けた支援を協働で実施するため、

各種専門機関に呼びかけ、「ひきこもり支援ネットワーク会議」を立ち上げます。それによ

り、困難ケースやひきこもり当事者及び家族への対応、支援を協働で行います。

②ひきこもりを持つ家族への支援

ひきこもりの人を持つ家族の会を立ち上げ、日頃の悩み等を本音で語り合い、交流で

きる居場所を定期的に提供します。それにより、ひきこもりの人を持つ家族の日頃の悩み

やストレスの解消に努めます。

0ひきこもり支援サポーターの養成

ひきこもりの人に寄り添い伴走するサポーターを養成するため、ひきこもり支援サポー

ター養成講座を開催します。修了生はサポーター登録後、当事者の社会復帰に向けた支援

を行います。

④ひきこもり支援セミナーの開催

ひきこもり当事者及び家族を支援するため、ひきこもり当事者を支える視点を学ぶこと

やひきこもりに関する理解と同知啓発等を目的としたセミナーを開催します。



【基本目標 2】

健康的で、住み慣れた地域で暮らし続けられる社会

(1)誰もが参加できる健康づくり・疾病予防の推進

①ふれあいサロン活動支援(P7参照)

②介護予防・本日談センター(市受託事業 )

中央地区地域包括支援センターのサブセンターとして、介護予防の普及・啓発を行い地域

住民の健康増進に努めます。また、介護に関する各種相談や事業対象者及び要支援 1・ 2に

認定された高齢者への介護予防ケアプラン等を作成し、関係機関・サービス提供事業所と連

携し支援を行います。

(2)誰もが住み慣れた地域で暮らし続けるためのサービスの提供

①生活福祉資金貸付事業(P5参照)

②住民参加型在宅福祉サービス(おおむたキャロットサービス)

日常生活において、公的サービスでは対応できない生活課題を抱えている一人暮らし高

齢者等に対し、協力会員(有償ボランテイア)が、生活支援サービスを実施し、在宅生活を支え

ます。また、事業が安定的・継続的に行えるよう、サービスの提供体制の充実に向けて、以下

のことに取り組みます。

0おおむたキャロットサービス会員の登録・活動の調整

②おおむたキャロットサービス協力会員の養成講座及び研修会の実施

0おおむたキャロットサービス協力会員向け会報紙の発行

③生活困窮者レスキユー事業

大牟田市社会福祉法人地域公益活動協議会と連携・協働しながら、制度の狭間や生活困窮

者の生活課題等の解決に向け、地域のセーフテイネツトの役割を果たすため、柔軟に対応し、

食糧・日用品支援、つなぎ資金の貸付、ゴミ屋敷と呼ばれる家の清掃活動等の事業に取り組

みます。また、交通弱者対策としてのドライブサロンや制服バンクについても実施に向けた検

討を行います。

0食料・日用品支援

②つなぎ資金貸付

0ゴミ屋敷と呼ばれる家の清掃活動

0シェルター

0家電等の貸出・給付



④介護保険事業

訪問介護(ホームヘルパー派遣)、 訪問入浴介護(入浴車による訪問入浴)、 居宅介護支援

(ケアプラン作成等)、地域密着型通所介護(デイサービス)の 4事業を実施し、感染症予防対

策を図りつつ利用者が可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう支援します。

さらに、低所得者対策として、介護サービス利用料の自己負担が厳しい利用者に対し、本会

独自の減免制度の活用及び周知啓発にも努めます。

⑤障がい福祉サービス事業

障害支援区分の認定を受けた在宅の障がい児・者に対して、サービス利用計画書に沿つ

た居宅介護(ホームヘルパー派遣)・同行援護(ガイドヘルパー派遣)。訪問入浴(入浴車によ

る訪問入浴)の事業を実施し、在宅生活や安全な外出機会の確保を支援します。

(3)誰もが住み慣れた地域で安心して子育てできるサービスの提供

①歴木保育所の運営

健全な保育運営を行うと共に、保育方針である「自然の中で心と体を使つて、思いきり遊

′Sヽこども」に基づき、障がい児との統合保育、食育の推進などの事業をおこなうために、以

下のことに取り組みます。

0「地域の子どもは地域で育てる」の考えをもとにした幅広い子育て支援

②無(減)農薬野菜など安心・安全な食材の提供と「田植え」「稲刈り」「もちつき」「みそ作り」

などの体験を通した食育

0-人ひとりを尊重し、安心・安全な保育を行うための研修の充実

0新型コロナウイルス感染症対策の徹底

O災害から守る避難場所の建設の検討



②放課後児童健全育成事業 (市受託事業)

放課後、児童の養育ができない家庭の児童に対して適切な遊びと生活の場を提供します。

コロナ禍でも安心して過ごせるように感染症対策を徹底し、安全面では、子供たちが考え、

自分の身を守る行動がとれるように、『交通安全教室』『避難訓練』『防犯訓練』など定期的

に実施します。また、学校・家庭・地域と連携して行事や交流を行うことで、人とつながる力、

思いやりの心を育みます。

③大牟田市フアミリー・サポート・センター事業(市受託事業)

子育ての援助をしてほしい人 (不」用会員)と子育ての援助が

できる人(協力会員)からなる会員組織で、依頼の内容に応じ

てマツチングを行い会員相互の育児サポートをします。また協

力会員養成講座の開催や、様々な機会を通じて子育て世代や

市民への事業の同知啓発に努めます。

会員相互に、手指消毒、マスクの着用、送迎の際の換気など

の新型コロナウイルス感染症対策を徹底していきます。

【実施場所】 大牟田市市民活動等多目的交流施設 えるる内 lF

④大牟田市地域子育て支援拠点事業・つどいの広場(市受託事業)

おおむね 0歳～3歳までの子どもとその保護者が気軽に集い交流することにより、子どもは子

ども同士の関わりを通して社会性を身につけ、保護者はスタツフや保護者同士で話をすることで

子育てへの不安感・負担感の緩和を図ります。

●子育て親子の交流の場の提供と交流促進

②子育て等に関する相談、援助の実施

(つどいの広場アドバイザーの活用)

0地域の子育て関連情報の提供

0子育て及び子育て支援に関する講習等の実施

0子育てサポーターの育成支援の実施

0親子を対象としたイベントの実施
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0新型コロナウイルス感染症対策として、換気、1日 3回の消毒、利用者への手指消毒、マ

スク着用、ソーシヤルディスタンスの確保等の声かけの実施

【実施場所】大牟田市市民活動等多目的交流施設 えるる内 lF

(4)福祉・介護人材の育成・確保

①実習生の受入

福祉人材の育成のため、福祉系大学生及び専門学校生に加え、福祉・介護未経験者等の

実習生を受け入れ福祉分野への参入のきつかけ作りを推進します。また、これらにより、介

護人材のすそ野を拡げ多様な人材の参入を促進し、人材の確保に努めます。



【基本目標 3】

誰もが多様なきつかけやつながりで参加できる社会

(1)幅広い参加・就労機会の創出

①ボランテイアセンターの機能充実

あらゆる市民にボランテイア活動を身近に感じてもらい、

社会参加の実現と、一人ひとりが、地域の福祉・生活課題の

解決に関わつていくことができるよう、以下のことに取り組

みます。

●ボランテイア情報の収集。発信・提供

②ボランテイア活動のコーデイネート

0ボランテイア養成講座の実施

0ボランテイア活動に関する相談・助言

Oボランテイア活動保険加入の普及・促進

②災害ボランテイアセンター体制強化

近年様々な災害が発生していることから、災害発生時に円滑な被災者支援活動ができる

よう、以下のことに取り組みます。

0災害ボランテイア活動の支援・促進

②災害ボランテイアセンター設置。運営訓練の実施

0災害ボランテイア養成

0災害支援コーデイネートカの強化

O南筑後ブロツク社協における災害支援協定の締結

③市民サポーターの養成

近年、地域社会には福祉、介護、子育て、生活困窮、防災等様々な福祉課題が山積してお

り、その解決に向けた「地域力」が求められています。生活支援が必要な一人暮らし高齢者や

障がい者、生活に困窮している人などの悩みに応え、またひきこもりの人への積極的なアプ

□―チなどを行うため、様々な生活支援サポーターを育成していかなければなりません。

そのため、市民サポーター養成講座に以下のとおり取り組みます。

●市民後見人養成

市民後見人とは、成年後見センターが実施する養成研修を受講し、一定の知識を身に

着け、法人受任した方々へ金銭管理や身上監護の支援を行つていただく人です。成年後

見制度の受任件数の増加に対応できるよう、市民後見人を養成するための講座及び市民

後見人のスキルアップのための講座を行います。



②生活支援員養成

生活支援員は、日常生活自立支援事業の契約者に対して、支援計画に沿つて定期的に

訪問し、福祉サービスの利用手続きや預貯金の出し入れのお手伝いをします。

生活支援員養成講座を定期的に開催し、生活支援員の確保に努めます。また、生活支援

員が、福祉制度等について学ぶ機会を設け、生活支援員としてのスキルアップを図ります。

0つどいの広場サポーター養成

子どもの見守りや保護者の話し相手・子育てアドバイザーの市民サポーターを毎年養

成しています。サポーターの存在は、保護者の子育ての不安軽減となり、心にゆとりを持

つた育児を行う環境も提供できます。さらには、そのことが子どもの安心や成長にも繋が

っていくことから、サポーターのスキルアップ研修も開催します。

④ファミリー・サポート・センター協力会員養成

子供の預かりなど子育て中の保護者を支援する協力会員は、育児と仕事を両立する環

境をつくり、地域での子育てをサポートしています。そのため、安定したサービス提供体制

を整備するために、協力会員養成講座を開催します。

0おおむたキヤロツトサービス協力会員養成

高齢者世帯や障がい児・者世帯、出産前後のママ等の生活をサポートし、家事援助など

のちよつとしたお手伝いを行う担い手としての協力会員の養成講座を開催します。

Oひきこもり支援サポーター養成(P7参照)

④おおむた就労支援ネットワーク会議

高齢者、障がい者、若者等のそれぞれの分野で、就労支援を実施している機関が協働し、

就労体験先の相互協力や相談員のスキルアップを目的とした「おおむた就労支援ネットワー

ク会議」に事務局員として参画しています。

この会議を通して、支援が必要な人が就労できるよう時間をかけながら伴走し、就労でき

るよう支援していきます。



(2)社会参加を実現するアクセンビリテイの向上

①ボランテイアセンターの機能充実(P12参照)

②担い手の育成(P12～ P13参照)

③子ども・〕也域食堂ネットワーク活動支援

平成27年度に開始した子ども・地域食堂は、現在市内に6校区にまで広がつており、今後

検討していくという校区も増えています。食を通じた多世代交流や地域の居場所となつてい

る子ども・地域食堂を支援するために、以下のことに取り組みます。

0子ども・地域食堂の立上げ支援

②子ども・地域食堂運営助成金の交付

0おおむた子ども地域食堂ネットワーク会議への

参加・連携・協働

0地域資源・社会資源との連携強化

O寄贈された食材の配分支援

(3)教育の充実・学習活動の促進

①福祉教育の推進

地域の様々な課題を我が事として、すべての住民が共に学び、共に生きるために福祉のこ

ころを住民全体で考えていく事が求められています。

地域福祉を推進する福祉教育と、子どもの豊かな成長を促す福祉教育を推進するために、

以下のことに取り組みます。

0多世代・多職種への福祉教育の啓発・推進

②企業・団体等への福祉教育の啓発・推進

O福祉教育推進校へのゲストテイーチャー派遣

④福祉教材の貸出

②学習支援事業(P4参照)
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(4)地域支え合い活動の促進

①大牟田市地域福祉大会～地域支え合い“絆"セミナー～

市民一人ひとりが自ら住んでいる地域に積極的に関わり、地域

住民の「支えあいの“絆"」の創造に寄与することを目的に、地域福

祉大会を開催します。大会では、地域福祉の向上に貢献され、他

の模範となる個人・団体に対する表彰を行うほか、地域活動に対

する動機づけや活動の継続、発展を促す講演等を実施します。

②地域リーダー合同研修会

校区社会福祉協議会、校区民生委員・児童委員協議会、校区ま

ちづくり協議会・校区町内公民館連絡協議会の各会長が一堂に

会し、地域の生活課題の解決に資する互助関係や仕組みづくり

を目的として合同研修会を実施します。

ィ地 域



【基本目標4】

新たな担い手が生まれる持続可能な社会

(1)安心して暮らせる地域づくり

①生活支援体制整備事業(校区社会福祉協議会活動)

0小地域ネツトワーク活動促進事業

日常的な「見守り」を通じて、地域住民が身近な課題を

みつけ、小地域単位の特性にあつた活動を行い、住民相互

の活動により福祉ニーズを把握。発見できるような仕組み

の整備を推進するために、以下のことに取り組みます。

i)福祉委員の委嘱

ii)福祉委員対象研修の実施

ili)校区福祉座談会。研修会等への参画

")地
域包括支援センターとの連す乃住

②地域組織活動促進事業

住民自らが、それぞれの地域の課題解決に向けて取り

組めるよう、校区の実情に応じた支援を強化し、地域福祉

活動を通して地域共生社会の実現を推進する校区社会福

祉協議会の活動を促進するために、以下のことに取り組

みます。

i)第4次大牟田市地域福祉実践計画の周知啓発

ii)校区社会福祉協議会会長連絡協議会との連携・協働による各種研修等の実施

0ふれあいサロン活動(P7参照)

0地域リーダー合同研修会(P15参照)

O地域支え合いマツプ作成

支え合い活動の実施状況や支援を必要とする人の状況

を把握し、地域の取り組み課題を抽出する目的で「地域支え

合いマツプ」の作成を支援します。地域の「気になる人」を見

える化することで、校区社協関係者(公民館長、民生委員、

福祉委員等)及び生活支援コーデイネーター等と地域福祉

課題の共有化を図ります。

地域支え合いマップ(例 )



0新たな生活支援等の開発

少子高齢化の進行により、一層複雑化する地域福祉課題に対応するため、地域包括支援

センターや地域組織、NPO法人、社会福祉法人等と連す乃住して、地域の実情に合わせた生活

支援の枠組みづくりを支援します。具体的には、交通弱者に対する移動支援や買い物支援

等、制度の狭間で困りごとを抱える人への支援に取り組みます。

②被災者見守り。相談支援事業～地域支え合いセンター～(市受託事業)

大牟田市地域支え合いセンターは、全ての被災世帯が生活再建し、通常の暮らしを取り戻

すことを目標としています。

そのために、生活支援相談員による戸別訪問を通じて、被災者個別の状態
。支援ニーズを

把握するとともに、継続的な支援が必要な被災者には各種支援機関や専門職等と役割分担

し、解決に向けて伴走します。これらの取り組みにより被災世帯が生活を取り戻していかれる

のに合わせ、通常の福祉施策等による支援に移行していきます。

また、特に被害の大きかつた地域においてはサロン開催の後方支援を行い、地域コミュニ

ティの再生に努め、被災者の孤立を防ぎます。

③福祉避難所の開設(市との協定)

災害が発生または発生するおそれがある場合に、高齢者や障がいのある人等を受け入れ

る「福祉避難所」の設置運営について、大牟田市との間に協定を締結しています。有事の際は、

大牟田市からの要請があり次第、速やかに総合福祉センター内に「福祉避難所」を開設し、要

配慮者が安心して利用できる避難所運営に取り組みます。

(2)地域コミュニテイの活性化と新しい「公」の担い手づくり

①多様な企業・団体・NPO法人等と協働した事業展開
生活困窮者の生活課題を解決するために、現在、グリーンコープ、フードバンク大牟田等に

よる食糧支援、市住管理センター、遺品整理業者による家電品等支援、理解を示してくれて

いる不動産業者及び大家による居住支援、就労支援ネットワーク会議を通じた就労支援等を

実施していますが、今後も多様な企業・団体等と協働し、社会資源の開発に取り組みます。

さらに、公共交通機関空白地域の住民を対象とした買い物時の移動支援の実施に向けて

検討していきます。

●買い物支援プロジエクト ※新去見事業
運転免許証の返上や公共交通サービスの衰退などにより日常生活に必要な買い物が困

難になつている人に対する支援として、生活支援コーデイネーターや社会福祉法人地域公

益活動協議会など多職種協働で「買い物支援プロジエクト」を立上げ、持続可能な仕組みづ

くりについて検討します。



②様々な団体等とのネットワーク・プロジエクト

高齢、障がい、児童等の幅広い分野のネツトワークに参画し、加盟機関・団体等と連携して

各分野の福祉課題に取組むとともに、分野を超えた以下のようなネツトワーク・プロジエクト

に取り組みます。

0子ども。地域食堂ネットワーク会議

②就労支援ネツトワーク会議

0子育て支援ネツトワーク

0知的障がい児・者医療支援プロジェクト

Oひきこもり支援プロジエクト ※新規
0買い物支援プロジエクト ※新規

③福岡県共同募金会と協働した公益活動の支援

共同募金は、厚生労働大臣の告示によつて毎年1回、募金期間が決められている「法定募

金」です。「じ′Sヽんの町をよくするためのしくみ」であり、地域の課題を解決するための活動を

財政面から支援していくという重要な役割を担つています。

そのため、子ども・地域食堂、ふれあいサロン活動等の居場所づくり、新たに取り組む買い

物支援やひきこもり支援などを対象に、共同募金を活用した新たな生活支援サービス助成

事業を実施します。

本市の共同募金運動を取り巻く環境は、様々な要因で厳しい状況にありますが、大牟田市

内外から募金ができるような仕組みづくりを検討していきます。
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地域福祉の推進役を果たすために

社会福祉協議会の基盤を強化します

(1)社会福祉協議会基盤強化

①理事。評議員研修の充実

地域組織をはじめ各団体等から選出される理事及び評議員は、社協の法的根拠や役割・使

命等を十分に理解しておく必要があります。そのため、理事や評議員に変更があつた場合に

は、新任理事・評議員研修会を実施するとともに、福岡県社会福祉協議会が主催する研修会

などの情報提供を行い、研鑽を深めます。

②事務局体制の強化

令和4年度は、担当制から課制へと機構改革を実施し、役職者の権限や責任を明確化する

とともに、人事考課制度を導入し、事務局体制の強化に努めます。また、様々な相談や支援を

行うにあたつては専門的な知識を求められることも多いため、資格取得の推奨を行い、スキ

ルアップのための研修を充実させます。

③行政とのパートナーシツプの強化

令和4年度から取り組む「重層的支援体制整備事業」では、行政とのパートナーシツプのも

と連携・協働し、既存の相談支援等の取組みを活かしながら、複雑化・複合化した支援ニーズ

に対応する包括的な支援体制を構築し、「本目談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」

を一体的に実施していきます。

●相談支援

相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的に相談を受け止めます。

②参加支援

介護・障がい。子ども。困窮等の各分野で行われている既存制度では対応できない狭間

のニーズに対応するため、多様な地域・社会資源等を活用して社会とのつながり作りに

向けた支援を行います。

O地域づくりに向けた支援

地域における社会的孤立の発生・深刻化の防止を目指します。住民同士が出会い、参加

することのできる場や居場所づくり、ケア・支え合う関係性を広げ、交流や活躍の場を生

み出すコーデイネートを行います。



④企業・団体等とのネットワークの強化

CSR活動 (※ )は、これまでの多くは環境活動、寄付活動等でしたが、これからは、本会を

通して、地域の実情や地域における様々な社会的な課題等の視点で進めていけるようアプロ

ーチしていきます。食品ロス、就労支援、居場所づくり支援、ゴミ屋敷と呼ばれる家の清掃活

動等の人的支援、災害時における活動支援、学習支援等の社会的課題を企業・団体等に対し

て、積極的に支援依頼等の情報を発信していきます。そして CSR活動を通じて、様々な生活

困窮者の支援が促進されるようネツトワーク構築に取り組みます。

※CSR活動…・社会問題の解決や環境保護等を行う企業の社会貢献活動。

⑤財政の健全化

社会福祉法人は、公共性・ヴF営利性の高い社会福祉事業を実施しており、税制優遇も受け

ている公益性の高い法人であるため、市民に対して、経営の透明性を確保していく責務があ

ります。今後も経営の透明性を充実させ、法人経営のガバナンスの強化に努めます。

また、新たな地域づくりに取り組むには、資金力の強化も重要であることから、経費節減

をはじめ資金計画策定、資金調達方法の創設など「財政基盤の強化」を行います。

⑥SNSを活用した情報提供の強化
これまでの本会の広報媒体は「紙」が主流となつていましたが、最近では SNSの活用が効

果を発揮するケースも多く見受けられます。今後は、必要に応じ、SNSが最も得意とする「認

知拡大」の機能の活用も取り入れながら、迅速でタイムリーな情報提供に努めていきます。

⑦広報の強化

本会が行つている事業の報告や地域福祉活動に関する様々な情報を提供し、地域福祉ヘ

の関心と理解を深めるため、福祉に関する情報発信を積極的に行います。

0広報紙「きらり」の発行(全世帯配布:年4回 )

②事務局通信「きらり」の発行(賛助会員等対象:月 1

0ホームページやフェイスブツク等SNSを活用した情報発信

0パンフレツトの発行


